
要求公表・予算案公表

1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（基金繰入金）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

要求からの主な変更点 要求どおり

H25

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 36,564 23,169

概　算
人件費

2.20 0.80

0 0 18,168 6,606

0 0 0 0

18,396

Aの
財源

0

0

23,918 16,563

0 0 23,918 16,563

被災者雇用
（人）

15 12

目標 成果 達成状況

成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越 0 0
項目

当初予算 34,387 24,249

現況
（見込）

Ｈ２５

合計 24,249 -7,686 16,563

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度 25補正後

成果目標・
事業内容

　　被災者１２名について、平成25年度（通年）の雇用を確保

（単位：千円）　

H26
目標

補正予算 -10,469 -7,686

合計（A)

～ H25

（補正後）

被災失業者に対する農業法
人等への雇用機会の確保

委託
東日本大震災による被災失業者12名の雇用を農業
法人等へ委託

24,249 -7,686 16,563

項目 実施方法 H25実施内容
（補正前） （２月補正）

目指す姿

現状
　平成24年10月現在、15名の被災者が当事業を活用して農業法人等に雇用されている。この中で長野県に長期間滞在を希望する方
などは、その多くが平成25年4月以降も、現在の雇用契約を延長することを希望している。また委託先である農業法人等も、本年度の
経験をふまえて引き続き雇用関係を維持することを希望している。

県が関与
する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 雇用創出基金（国庫）を活用した事業のため県でなければ実施できない。
農業労働力確保緊急雇用促進事業実施要領、緊急雇用創出事業実施
要領□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　雇用契約の維持を希望する委託者（雇用主である農業法人等と被雇用者（被災者）が、当事業により雇用契約を維持することで、県
内への定住及び就農の拡大を目指す。

事業番号 08 06 11 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

事　業　名 農業法人雇用創出支援事業
（農業労働力確保緊急雇用促進事業（震災対応分野）） 担

当
課

部局 農政部

課・室 農村振興課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail nouson@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－３　夢に挑戦する農業

1　夢ある農業を実践する経営体の育成 実施期間 H24

mailto:nouson@pref.nagano.lg.jp

